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第４節 先進各国の財政状況と財政再建の取組 

 

ここでは、先進主要国を中心に、比較的財政状況が良好であると考えられる国や財

政状況に特に注目が集まっている国等、10か国・地域について、財政の現状や財政再

建の取組等について各国・地域ごとに概観する。 

対象期間は、原則として、おおむね1990年前後から最新時点までとしている。財政

収支の範囲は、一般政府ベース（中央政府、地方政府及び社会保障基金を含むベース）

を基本としているが、国によっては政策目標のベースが一般政府ではない場合もあり、

その際は、各国が目標としているベースでみることとしている。 

以下、アメリカ、カナダ、ＥＵ、ドイツ、フランス、スウェーデン、スペイン、英

国、オーストラリア及び韓国の順にみていく。 

 

１．アメリカ 

 

（１）財政の現状（一般政府ベース） 

 

 アメリカでは、多くの州・地方政府で均衡財政ルールを採用しているため、一般政

府ベースでみた財政収支は、おおむね連邦政府における財政収支の動きを反映したも

のである。過去 30年における財政収支の推移をみると、80年代は財政赤字の拡大期、

90年代は財政再建期、2000 年代は財政赤字の再拡大期と位置付けることができる（第

2-4-1 図）。 

第 2-4-1 図 一般政府財政収支の推移 
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（２）連邦政府財政の現状 

 

●財政収支・政府債務残高 

 10 年度の連邦政府財政赤字は、１兆 2,941 億ドル（ＧＤＰ比 8.9％）と、過去最大

となった 09年度の赤字額（１兆 4,157 億ドル、ＧＤＰ比 10.0％）を下回ったものの、

引き続き 1兆ドルを超える大幅な赤字となっている（第 2-4-2 図）。内訳をみると、歳

入は、景気の緩やかな回復に伴い、法人税を中心に前年度からやや増加した。一方、

歳出は、不良資産救済プログラム（ＴＡＲＰ：Troubled Asset Relief Program）1に

よる企業向け支援が大幅に縮小したことから全体では減少したものの、社会保障関連

支出を始め多くの項目では全般的に拡大した。 

10年７月に公表されたＯＭＢによる年央改定見通しによれば、11年度及び12年度の

財政赤字は、１兆4,160億ドル（ＧＤＰ比9.2％）、9,110億ドル（同5.6％）と高水準が

続くものの、徐々に減少すると見込まれている。ただし、ベビーブーム世代の退職等

を背景に医療・社会保障関連費が徐々に拡大する見通し等から、15年度以降は再び増

加に転じ、ＧＤＰ比４％程度の水準で推移することが見込まれる。 

一方、連邦政府債務残高（民間保有分）をみると、危機対応による財政支出の拡大

等により債務残高は急増しており、10年度はＧＤＰ比62.2％となるなど、危機以前の

水準（同約40％）から大幅に拡大している。アメリカ行政管理予算局（ＯＭＢ）によ

れば、12年度以降は、ＧＤＰ比70％を超える規模で推移する見通しであるが、これは

1950年度（同80.2％）以来の水準である。 

第 2-4-2 図 財政収支・政府債務残高の推移 
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 08 年 10月に成立。当初の目的は金融機関からの不良資産を買い取るためのプログラム。金融危機と景気後退が

深刻化するのに合わせ、金融機関への資本注入や住宅対策、自動車産業対策等の財源として利用。 
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●海外部門の国債保有比率 

連邦政府財政の特徴として、海外資金への依存度が高い点が挙げられる。国債保有

比率をみると、海外の居住者による国債保有は、09年度は46.4％となっている（第2-4-3

図）。09年度は、安全資産への逃避を反映して国内の家計や金融機関による国債保有が

進んだことにより、08年度に比べて海外保有比率は若干低下したものの、海外のシェ

アは依然として高い。政府の財政再建に対するコミットメントを明確に示し、国内・

国外を通じた安定的な資金調達を維持することが不可欠である。 

第2-4-3図 海外保有比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）連邦政府における財政再建の取組 

 

以下では、80年代以降の各政権における財政再建の取組について概観する。 

 

（i）80年代後半の財政再建（レーガン政権） 

81 年に発足したレーガン政権は、70年代のスタグフレーションと国際競争力の低下

により衰えた国力を取り戻すため、サプライサイドの経済政策（レーガノミックス）
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規制緩和、緊縮的金融政策等を実施した。これにより、インフレの抑制や景気の回復

等、一定の成果をもたらした反面、財政収支と経常収支の巨額の赤字（双子の赤字）

をもたらすこととなった。大幅な減税と軍事支出の拡大により、財政赤字は、86年度

には 2,212 億ドル（ＧＤＰ比 5.0％）にまで達した。 
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こうした状況を打開するため、80年代後半に財政赤字削減に向けた議論が本格化し

た。議会が財政再建に向けて立案し、85年に均衡予算・緊急財政赤字削減法（いわゆ

るグラム・ラドマン・ホリングス法。以下、ＧＲＨ法という。）が成立した。 

 

＜ＧＲＨ法による財政再建の枠組み＞ 

85 年 12 月に成立したＧＲＨ法では、86年度から 90年度までの各年度の財政赤字目

標額を設定し、91年度には均衡財政を達成することが目標とされた。また、予算編成

における財政赤字額が当該年度の目標額を 100 億ドル以上超過する場合には、社会保

障関係費や利払い費などの例外項目を除き、大統領による一律歳出削減命令により歳

出が削減されることとなった。なお、ＧＲＨ法による枠組みは、歳出削減による財政

再建を目指すもので、増税による再建は考えられていない（第 2-4-4 表）。 

 

第 2-4-4 表 ＧＲＨ法の主な内容 

財政目標 ・連邦政府予算（統合予算ベース）の財政赤字を 86年度から毎年360億ドル減らし、

91年度に連邦財政赤字をゼロに。86年度以降毎年の財政赤字の数値目標を設定。 

財政ルール ・毎年の当初予算における財政赤字見込額が、ＧＲＨ法に規定される赤字目標額 

（上限）を超える場合には、大統領の一律削減命令により、その超過分の 50％を 

国防費から、残りの 50％を非国防費から自動的に削減。 

・ただし、社会保障関係費や利払い費は対象外。 

 

＜80年代後半の財政再建の評価＞ 

大規模減税の実施や国防費、利払い費の拡大に伴う歳出増等により、初年度から財

政赤字目標額と実績が大きくかい離する事態となるなど、財政再建は計画通りに進展

しなかった。87年にはＧＲＨ法を修正し2、均衡財政の達成目標を 93年度に先延ばし

したものの、その後も毎年度の目標額から実績が大幅にかい離するなどほとんど機能

せず、財政再建は頓挫した（第 2-4-5 表）。 

また、制度上及び運用上の問題として、以下の点が指摘されている。第一に、一律

歳出削減命令については、年度当初の予算策定段階で赤字額が目標額を上回った場合

に実施が限定された。このため、年度途中に成立した補正予算等により歳出額が増え

たり、あるいは当初期待したほど歳入が得られなかったりして、目標額を上回る赤字

が発生した場合には拘束力がなかった。第二に、ＧＲＨ法で目標としている財政赤字

額は、社会保障基金の収支を含めて計算されており（統合予算ベース3）、社会保障基

                         
2 修正の背景には、86年度の最終的な財政収支がＧＲＨ法における目標額を上回ることが明らかとなり、また、最
高裁判決で一律歳出削減措置が違憲であると判断されたことなどがある。 
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金の黒字によって、財政赤字が本来財政再建の尺度とすべき額よりも過小に計上され

るという問題が生じた。第三に、ＯＭＢによる財政赤字見通しは、議会や民間機関等

の見通しに比べて楽観的なものとなる傾向がみられた。 

 

第 2-4-5 表 ＧＲＨ法による財政削減目標と財政赤字実績額 

（億ドル） 

年度 1986 87 88 89 90 91 92 93 

ＧＲＨ法目標額 1,719 1,440 1,080 720 360 0 - - 

修正ＧＲＨ法目標額 - - 1,440 1,360 1,000 640 280 0 

財政赤字額（実績） 2,212 1,497 1,552 1,526 2,210 2,692 2,903 2,551 

（備考）大統領経済諮問委員会（ＣＥＡ）より作成。 

 

（ii）90年代の財政再建（先代ブッシュ政権、クリントン政権） 

 レーガン政権期における国防費増加や大幅な減税措置等により、ＧＲＨ法成立後も

財政収支は改善せず、財政赤字は92年度には統合予算ベースで2,903億ドル（ＧＤＰ比

4.7％）、オン・バジェットでは3,404億ドル（ＧＤＰ比5.5％）に達した。こうした状

況の中、先代ブッシュ政権は、ＧＲＨ法の反省を踏まえ、90年代の財政再建の基本的

枠組みとなる90年包括財政調整法（ＯＢＲＡ90：Omnibus Budget Reconciliation Act of 

1990）を成立させた。93年１月に発足したクリントン政権でも、ブッシュ政権による

財政再建の枠組みが踏襲され、財政赤字削減策の更なる強化を行った結果、景気回復

に伴う税収増の効果とあいまって、98年度には1969年度以来となる財政収支（統合予

算ベース）の黒字転換を達成した（オン・バジェットでは99年度に黒字化）。 

 

＜財政再建の枠組み＞ 

先代ブッシュ政権期ではＯＢＲＡ90を制定し、95年度までの５年間で約5,000億ドル

の財政赤字削減目標とそれを実現するための歳出削減策・増税策を定めた。さらに、

ＧＲＨ法に代わる新たな財政ルールとして予算執行法（ＢＥＡ90：Budget Enforcement 

Act of 1990）を設け、裁量的経費4に上限を設ける「キャップ制」や義務的経費の拡大

                                                                             
3 連邦予算は、制度的にオン・バジェットとオフ・バジェットの二つに大別される。オン・バジェットは、通常の
連邦政府機関に関わる予算である連邦基金（federal fund）や信託基金（trust fund）を含むものである。オフ・バジ
ェットは、法律によって政府予算から除外されている会計取引であり、社会保障信託基金と郵便事業が該当する。

オン・バジェットとオフ・バジェットの両方を合算した予算を統合予算と呼んでいる。 
4
 連邦政府支出は、裁量的経費と義務的経費に分けられている。裁量的経費は、経常予算権限に基づいて支出され

るもので、歳出予算法により毎年立法措置が必要となる、義務的経費は、恒久予算権限に基づいて支出されるもの

で、歳出予算法以外の法律で定められ、一度立法措置がなされると、その後毎年の支出が自動的に認められる。 
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を抑制する「ペイ・アズ・ユー・ゴー原則」、総財政赤字額（ＭＤＡ：Maximum Deficit 

Amount）の設定等の仕組みが導入された（第2-4-6表、第2-4-7表）。 

また、ＧＲＨ法の経験を踏まえて、補正予算も一律削減命令の対象に含めたり、財

政収支を統合予算からオン・バジェット予算に対象を変更するなど、制度面・運用面

の強化を図った。さらに、景気変動に対しては、大統領が経済情勢に応じて財政赤字

上限額を調整できる仕組みや、キャップ制やペイ・アズ・ユー・ゴー原則における一

律削減措置を一時的に停止する条項等を規定しており、非常時に対処するための措置

が組み込まれた。 

こうした財政再建手法は、クリントン政権期において成立した 93年包括予算調整法

（ＯＢＲＡ93）、97 年財政収支均衡法（ＢＢＡ97）に引き継がれ、更なる歳出削減策

（メディケア及びメディケイド、国防費等の削減）や歳入増加策（所得税及び法人税

の税率引上げ、燃料課税の増税等）を加えて、財政赤字削減を推進した。 

 

第 2-4-6 表 90 年代の財政再建の主な枠組み 

90年包括予算調整法（ＯＢＲＡ90：Omnibus Budget Reconciliation Act of 1990） 

財政赤字削減目標 
・91年度から 95年度までの５年間で、約 5,000 億ドルの財政赤字削減 

・対象となる財政収支を、統合予算からオン・バジェット予算に変更 

社会保障基金の保全 
・社会保障基金の収支を、大統領予算、議会予算、ＧＲＨ法上の財政赤字の 

計算から除外 

うち 90年予算執行法（ＢＥＡ90：Budget Enforcement Act of 1990） 

総財政赤字限度額 

（ＭＤＡ）の設定 

・５年間の財政赤字限度額を設定（ただし、財政収支均衡の目標年は設定せず）

・裁量的経費に関する一律削減、義務的経費に関する一律削減実施後もなお 

総財政赤字限度額を超える財政赤字が見込まれる場合、当該年度開始時に 

大統領削減命令を出し、歳出の一律削減（国防費、非国防費から各々50％ 

ずつ）を実施 

・財政赤字限度額は、経済情勢や技術的見積りの変更に応じて調整可能 

（戦争や議会が景気後退であると認めた場合） 

裁量的経費に関する 

一律削減 

（キャップ制） 

・裁量的経費について、毎年の歳出予算法により支出上限（ｷｬｯﾌﾟ）を設定 

・91～93年度は、裁量的経費を国防費、国際費、国内費に分類し、それぞれ 

について支出上限額を設定 

・94、95年度は、裁量的経費全体について支出上限額を設定 

・歳出予算が上限を上回る場合、ＯＭＢの分析を踏まえ、例外事項を除くす 

べての経費に対し、大統領削減命令による一律削減を適用(補正予算も対象)

義務的経費に関する 

一律削減 

（ペイ・アズ・ユー・

ゴー原則） 

・義務的経費について、歳出増や歳入減を伴う施策を導入する場合は、同一 

年度内にその財政負担増に見合う他の義務的経費の削減、または他の歳入の

増加を行わなければならない 

・他の義務的経費削減、他の歳入増が行われない場合、大統領削減命令による

一律削減を適用 
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第 2-4-7 表 90 年代における主な歳出削減・歳入増加策 

ＯＢＲＡ90 ：91～95年度の５年間で、約 5,000 億ドル削減 

歳出削減 

・メディケアの削減 

・農業補助金の削減 

・赤字削減等による利払い費削減 

・国防費を中心とする裁量的経費の削減 等 

５年間で 

約 3,500 億ドル 

歳入増加 

・所得税の最高税率の引上げ 

・自動車燃料税、たばこ税、アルコール飲料税の増税 

・メディケア保険料の課税対象所得の上限を引上げ 等 

５年間で 

約 1,500 億ドル 

 

ＯＢＲＡ93 ：94～98年度の５年間で、約 5,050 億ドル削減 

歳出削減 

・メディケア、メディケイドの削減 

・農業補助金の削減 

・赤字削減等による利払い費削減 

・国防費を中心とする裁量的経費の削減 等 

５年間で 

約 2,550 億ドル 

歳入増加 

・高額所得者に対する所得税率の引上げ 

・メディケア保険料の課税対象所得の上限を撤廃 

・公的年金に対する課税強化 

・輸送燃料税の導入、自動車燃料税の延長 

・法人税の税率引上げ 

・遺産税の税率引上げ 等 

５年間で、 

約 2,500 億ドル 

 

ＢＢＡ97 ：98～02年度の５年間で、約1,750 億ドル削減、02年度に均衡財政を達成 

歳出削減 

・メディケア、メディケイドの削減 

・連邦政府職員の退職プログラムの改革 

・退役軍人プログラムの削減 

・学生ローン・プログラムの改革 等 

５年間で 

約 2,700 億ドル 

減税 

・17歳未満の子どもを持つ中所得層に対する税額控除 

・大学等教育費に関する税額控除等の教育関連減税 

・キャピタル・ゲイン減税 等 

５年間で 

約▲950億ドル 

 

＜財政再建の評価＞ 

先代ブッシュ政権下で新しい財政再建策が進められたが、湾岸戦争やＳ＆Ｌ危機5を

                         
5 アメリカの代表的な貯蓄金融機関である貯蓄貸付組合（Ｓ＆Ｌ：Saving and Loan Associations）は、預金金利規制

や税制面等の優遇措置の下で、70年代までは住宅金融の分野で安定的な収益を確保していた。80年代に入り金融

自由化の流れが加速すると、リスクの高い新設企業向け貸出や企業買収関連融資、ジャンク・ボンドへの投資を積

極的に行うようになったが、政府の手厚い預金保険制度を背景にモラルハザードが広がり、不十分な監督制度のも

とで各Ｓ＆Ｌの安易な経営が助長された結果、多くの機関が金融危機に陥った。また、特定地域（エネルギー不況

によるテキサス州等南西部）の不動産不況による不良資産の増加も、大きく経営を悪化させることとなった。こう

した要因から短期間に多数の機関が破たんした結果、Ｓ＆Ｌの預金者保護のための機関であった連邦貯蓄貸付保険

公社（ＦＳＬＩＣ：Federal Savings and Loan Insurance Corporation）も破たんするなど、金融システム全体を揺るが
す大きな問題となった（経済企画庁（1990））。 
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受けて、裁量的経費が大幅に拡大したことに加え、メディケアやメディケイドを含む

社会福祉関連支出、利払費等の義務的経費も膨張し、ＯＢＲＡ90による財政赤字削減

効果が相殺される形となった。また、90 年から 91 年にかけて景気が停滞したことに

より、歳入が大幅に減少したことも大きく影響した。 

クリントン政権期における財政収支黒字化の実現にあたっては、冷戦終結による国

防費の減少6（「平和の配当」）のほか、当時の大統領経済諮問委員長らによる評価7に

もあるとおり、ＩＴの活用による生産性上昇期（「ニュー・エコノミー」）と重なった

ことが大きく影響したと考えられる8。景気回復に伴う税の自然増収9、特に株価高騰

によるキャピタルゲインの増大を反映した個人所得税収の増加10が、財政の改善に大

きく寄与した（第 2-4-8 図）。また、第２章第３節で述べたとおり、緩和的な金融政策

を継続できたことも、緊縮財政と経済成長の両立を果たす上で重要な役割を果たし、

規制緩和及び投資促進策等の成長促進策の実施と相まって、好景気を支える要因とな

ったと考えられる。 

クリントン政権では、こうした環境の中、ＯＢＲＡ90の枠組みを踏襲して精力的に

財政再建に取り組んだ結果、財政赤字は 92年度の 2,900 億ドルをピークに毎年度 400

～600 億ドルのペースで減少を続け、98年度には統合予算ベースで財政収支の黒字転

換を果たした。その後も、2001 年度までの間、財政収支黒字を維持した。クリントン

政権期では、各支出項目の伸びが他の年代に比べて大幅に縮小しており（第 2-4-8 図）、

新たに確立された財政ルール、財政規律、財政赤字削減策等が、歳出の拡大を抑制す

る上で有効に機能したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
6 国防費のＧＤＰに対する割合は、80年代前半の６％程度から、92年度には 4.8％に、98年度には 3.1％に低下し
ている。また、連邦支出の構成比でみても、ピークの87年度には国防費は28.1％を占めていたが、99年度には16.2％

まで低下している。 
7 Blinder and Yellen (2001)。クリントン政権期における財政再建については、「ＩＴの活用による生産性上昇期と重
なるなど予想外の幸運」、「財政再建の実現性に対する市場の信頼を得て、実質金利が低下し、投資を促進」、「財政

赤字の削減は意外な結果」等の評価を示している。 
8 この時の景気回復局面は 1991 年３月から 2001 年３月まで続き、戦後最長となる 120か月となった。 
9 ＣＥＡ（1999） 
10 ＣＢＯ（2003） 
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第 2-4-8 図 90 年代における財政再建策の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（iii）オバマ政権の財政再建11 

08年秋の世界経済・金融危機の発生以降、税収の落ち込みや積極的な財政出動によ

る歳出拡大等を背景に、連邦政府の財政赤字は急速に拡大したが、経済の回復の見通

しが次第に強まってきたことを受け、財政再建に向けた取組が本格化している。 

オバマ政権における財政再建の目標については、大統領就任後の09年２月に行った

議会演説で、ブッシュ政権から引き継いだ約１兆3,000億ドルの財政赤字を任期（13

年１月まで）中に半減することを公約しているほか、10年２月公表の予算教書の中で、

中期的な財政目標として「15年までに基礎的財政収支の均衡」（財政収支ＧＤＰ比では

約３％に相当）を掲げており（第2-4-9図）、具体的措置を検討するための超党派委員

会（財政責任と財政改革に関する国家委員会）を設置している。同委員会は、10年12

月１日までに基礎的財政収支の均衡を達成するための政策提言をとりまとめることと

しており、月に一度のペースで検討を行っている。 

財政赤字削減の具体的な措置としては、（i）財政規律の強化、（ii）政策課題ごとの

コスト削減・歳入強化、という二つの取組に分けられる。財政規律強化の取組として

は、安全保障を除く裁量的経費の伸びを３年間凍結する措置や、ペイ・アズ・ユー・

ゴー原則の復活が提案されている。また、コスト削減・歳入強化の取組としては、高

                         
11 前任のブッシュ（子）政権期（01年１月～09年１月）は、前政権から黒字財政を引き継いだが、黒字還元策と
して大規模な減税を実施したほか、01年９月のアメリカ同時多発テロ事件を契機に国防費が拡大したことなどもあ

り、財政再建の取組は後退した。 

（％）

クリントン
政権

（93～2000年）

裁量的支出 7.4 7.5 7.4 1.6 1.8 8.1

　うち国防費 7.1 3.6 10.2 ▲ 0.9 ▲ 0.3 9.1

　うち非国防費 8.7 13.7 4.3 4.9 4.2 7.0

義務的支出 9.8 15.0 9.7 5.7 4.2 7.4

　うち社会保障関連 9.8 14.5 8.5 5.3 4.5 5.8

　うち医療福祉関連 10.5 16.6 8.5 10.0 6.2 8.5

　うち利払い費 9.1 13.0 15.2 3.2 1.6 ▲ 1.0

名目経済成長率 7.6 10.2 8.0 5.5 5.8 4.5

（備考）1. アメリカ行政管理予算局（ＯＭＢ）より作成。
　　　　2. 1960年代の値は、1962～69年度までの期間による。

1960
年代

70
年代

80
年代

90
年代

2000
年代

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

1988 90 92 94 96 98 2000 （年度）

歳出削減
歳入増加
財政赤字減

歳出拡大
歳入減少
財政赤字増

財政赤字
削減効果

個人所得税

法人所得税

その他歳入

裁量的支出
（国防）

義務的支出

裁量的支出
（非国防）

（備考）アメリカ行政管理予算局（ＯＭＢ）より作成。

（10億ドル）

（１）歳出（項目別）の平均伸び率 （２）財政赤字削減の要因
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所得層への増税、金融機関や保険業界への課税、医療保険制度の改革等が提案されて

いる。これらのうち、ペイ・アズ・ユー・ゴー原則及び医療保険制度改革については、

関連法が既に成立しており、こうした取組を通じて20年度までに2.1兆ドルの財政赤字

を削減することが想定されている（第2-4-10表）。 

連邦政府財政に対する今後のリスク要因としては、州・地方政府財政の動向、ＧＳ

Ｅの経営問題等が挙げられる（詳細は、第１章第３節を参照）。 

 

第2-4-9図 基礎的財政収支の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-4-10 表 オバマ政権の財政再建策 

財政目標 ・15年までに基礎的財政収支を均衡 

・任期終了（13年１月）までに財政赤字を半減 

歳出削減 ・ペイ・アズ・ユー・ゴー原則の復活（10年２月関連法成立） 

・医療保険制度改革（10年３月関連法成立） 

・12年度予算要求に関して、各省庁に対し裁量的支出の５％削減を指示 

（ＯＭＢ、10年６月） 

増税 ・富裕層に対する増税（ブッシュ減税延長から富裕層を除外） ※議会で調整中 

 

10年度：
▲ 12,941億ドル

-15

-10

-5

0

5
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

（年度）
（％）

-18,000

-15,000

-12,000

-9,000

-6,000

-3,000

0

3,000

6,000

（億ドル）

財政収支
（右目盛）

財政収支
ＧＤＰ比

（備考）1．2011年度予算教書（行政管理予算局）、財務省資料より内閣府作成。
　　　　2．アメリカの財政年度は、当該年の９月までの１年間。
　　　　　　（10年度は、09年10月～10年９月）

基礎的財政収支
ＧＤＰ比

（見通し）

10年度：
▲7.6％

10年度：
▲8.9％

連邦政府の財政
赤字を年平均
1.0％（ＧＤＰ
比）ずつ削減
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２．カナダ 

 

（１）財政の現状 

 

カナダは 90年代に実施された一連の財政再建策の成功により、97年度12以降世界金

融危機発生までほぼ毎年財政黒字を達成し、現在もＧ７の中で最も良好な財政状態を

維持している。連邦政府の財政収支をみると、08年度は景気後退と減税により法人税

収や商品・サービス税収を中心に歳入が減少したことに加え、雇用保険給付を始めと

する個人や州・地方政府への財政移転、直接支出等の政策支出増によって歳出が増加

したことから、12年ぶりに財政赤字を記録した（第 2-4-11 図）。09年度も更なる歳入

減と米自動車会社（ＧＭ、クライスラー）支援を含む景気刺激策等の歳出増により、

財政赤字はＧＤＰ比3.6％まで拡大したものの、政府見通しによると10年度は同2.8％

に低下し、15年度には同 0.1％の黒字に転換すると見込まれている。また、債務残高

については 11年度に同 35.3％でピークとなり、15年度には同 30.8％まで低下すると

されている（第 2-4-12 図）。 

 

第 2-4-11 図 連邦政府財政収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
12 カナダの財政年度は、４月～翌年３月。 

-300

-200

-100

0

100

200

300

1983 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09

-10

-5

0

5

10
（10億加ドル） （％）

（年度）

雇用保険料

財政収支
(レベル)

財政収支
（ＧＤＰ比、右目盛） 公債費

その他歳入

個人所得税
法人税

その他政策支出州・地方への移転

国防費個人への移転

（備考）1. カナダ財務省より作成。
        2. プラスは歳入、マイナスは歳出を表す。

クレティエン
（自由党）
93年11月～
03年12月

マルルーニ
（進歩保守党）
84年９月～
93年６月

キャンベル
（進歩保守党）
93年６月～11月

マーティン
（自由党）
03年12月～
06年２月

ハーパー
（保守党）
06年２月～

トリュドー
（自由党）
80年３月～
84年６月

ターナー
（自由党）
84年６～９月

その他税
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第 2-4-12 図 連邦政府債務残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財政再建の取組 

 

●財政再建取組の背景 

カナダでは、70年代の石油ショックにより経済成長が鈍化し、景気後退や法人税率

引下げ等の税制改正により歳入が減少する一方で、歳出が増加したことから、慢性的

な財政赤字状態となっていた。さらに、70年代後半以降は、インフレ抑制のための高

金利政策13によって利払い費が膨張し、借入れへの依存をさらに高める悪循環に陥っ

た。一般政府財政赤字をみると、85年度にＧＤＰ比 8.6％と１つのピークを迎えたが、

80年代末には景気回復等もあり、一時的に改善がみられた。しかしながら、90年代に

入ると景気悪化から財政収支も再び悪化し、一般政府債務残高がＧＤＰ比 90％を超え

る水準まで上昇するなど、Ｇ７ではイタリアに次いで悪い状況にあった。 

以下では、80～90年代にかけて実施された財政再建への取組とその時代背景を、政

権別に整理する。 

 

●マルルーニ政権（保守党）期（84～93年） 

現在の良好な財政状態は 90 年代にクレティエン政権が実施した財政再建の成功に

よるところが大きいとされるが、これを検証するに当たっては、成功の素地を作った

とされるマルルーニ政権による改革も併せて考える必要がある。マルルーニ政権は、

税制改革等に取り組む一方で、同時期に英米で進められていた新自由主義的な行政改

                         
13 カナダ銀行によると、80年代初期の銀行金利は約 20％。 
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革を強く意識した歳出削減を試みた。 

 

（i）財政再建策 

まず、連邦政府の政策コスト見直しによる歳出削減を図るため、84年に副首相のニ

ールセンをトップとするニールセン委員会を設置した。委員会に置かれた作業部会に

は民間人も多数登用され、86年には不要プログラムを廃止し、有用プログラムに予算

を回すための、膨大な検討結果をまとめた報告書が下院に提出されたが、議会では十

分な検討は行われず、成果は限定的なものとなった。 

また、マルルーニ政権は、歳出削減を含む抜本的な行政改革を図るものとして、各

省庁に柔軟な支出管理権限を認める「大臣の権限及び説明責任拡大イニシアティブ（Ｉ

ＭＡＡ：Increased Ministerial Authority and Accountability Initiative）構想」や連邦政府か

ら地方への権限委譲等を盛り込んだ「公共サービス 200014」を発表したが、政治的意

志や実践手段等の欠如により実効性を上げることはできなかった。 

他方、税制改革としては、85年以降法人税及び所得税の改革15、90 年には連邦税と

して付加価値税の導入を実施した。これらは、中長期的には政府の歳入増に寄与した

が、短期的には国民負担を目に見える形で増大させることになった。 

 

（ii）マルルーニ政権による財政再建の評価 

マルルーニ政権は様々な分野にわたる財政再建を試みたが、総じて成果をあげるこ

とはできなかった。改革が失敗した要因としては、政権全体としては憲法改正と米加

自由貿易協定の締結等に注力し、行財政改革に対する関心が希薄であったため、歳出

コントロールに失敗したことに加え、歳出削減による公共サービス低下を懸念した国

民の支持が消極的なものに止まったことなど、政府・国民双方に財政赤字への認識の

甘さと現状変革に対する躊躇があったことが指摘されている。 

さらに、予算編成システムの根本的欠陥により、常に歳出増加圧力が存在していた

との指摘もある。80～94 年まで採用された政策歳出管理システム（Policy and 

Expenditure Management System）は、予算の分野別支出限度額を設定し、複数省庁関

連する分野については関係閣僚委員会で再配分する仕組みであったが、財政責任を負

うインセンティブが働かず、各大臣は歳出削減ではなく、新政策に充てられる予備費

                         
14
 「公共サービス 2000」においては、行政サービス改善や予算管理、人事、報酬制度等に関して、現場への権限

委譲や地方出先機関の決定権強化等の提言が行われた。 
15 法人税は、88 年に締結された米加自由貿易協定の下で競争力を維持する必要性等から税率が引き下げられる一
方、各種控除が廃止された。また、所得税については税率の見直しや物価スライドの限定を実施し、92年までの移

行期間を経て、93年以降の所得税収が増収となる仕組みが導入された。 
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（Policy Reserve）の獲得に尽力したことから、結果的に大幅な支出増につながったと

される16。 

こうした中、インフレに伴う金融引締めで利払い費が増大したことに加え、景気後

退に伴う歳入伸び悩みや失業給付の増大等によって財政状況は再度悪化に転じた。国

民の間では財政再建の要請が高まり、93年の総選挙において保守党は大敗し、９年ぶ

りに自由党政権が誕生することとなった。 

 

●クレティエン政権（自由党）期（93～03年） 

財政改革を最優先課題とするクレティエン政権は、92年度にＧＤＰ比 5.6％に達し

た連邦財政赤字を 96 年度までに３％以下まで削減することを選挙公約として掲げて

おり、これを達成するために各年度の赤字削減目標値を設定し、以下にみるとおり歳

出削減を主とした急速な財政再建に取り組んだ。 

 

（i）プログラム・レビューの導入（94年） 

歳出削減の中心となったプログラム・レビューは、一律的な予算削減ではなく、政

府の役割を根本的に再定義し、行政の質を変えることを目的として、６つの基準に基

づいて既存政策の徹底的な見直しを行うものであった（第 2-4-13 表）。各省庁には閣

議で承認された支出削減目標が与えられ、具体的な政策見直し作業が各省庁自身によ

って実施された。見直しの対象となったのは連邦政府の直轄政策支出であり、具体的

な削減方法は、連邦公務員の削減（32万人（94年）→26.5 万人（98年））や政府系企

業の民営化、政府サービスのエージェンシー化17、企業向け補助金の削減等であった。

こうした結果、連邦政策分野においては、94～98年度にかけて総額 111 億カナダドル

（21.5％減）の削減計画が予算案に盛り込まれた。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
16 Blondal (2001b) 
17
 政府系企業の民営化としては、国有鉄道会社や国有石油会社、航空管制、通信分野の民営化が挙げられる。また、

エージェンシー化については、パスポート交付、公園管理、食品検査等の業務が対象となった。 
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第 2-4-13 表 プログラム・レビューの６基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラム・レビューによる歳出削減が成功した理由としては、財政危機の認識が

当時一般的に広がっていたこと、財務大臣が削減について首相から強力な支持を受け

ていたこと、新政権であったため、閣僚がまだ自らの所管分野に固執するようになっ

ていなかったことなどが指摘されている18。また、マルルーニ政権期のニールセン委

員会の経験を踏まえ、閣僚からの指示の下で各省庁自らに見直しを実行させたことが、

実効性の確保につながったとされる。 

95 年には、時限措置であったプログラム・レビューを恒久化し、予算及び歳出を包

括的に管理する仕組みとして、歳出管理システムが導入された。これにより、新規プ

ログラムは予備費を使用せずに通常の予算編成の中で賄い、全ての新規プログラムと

既存プログラムの予算増額は優先度の低い既存プログラム資金の再配分により対応

することとなった。このため、各省庁には既存プログラムを見直すためのビジネスプ

ラン（中期的業務計画）の作成が義務付けられるとともに、96年からは説明責任の向

上を目的として、議会に提出する報告書の改善も実施された。 

 

（ii）中期財政フレームの導入 

財政赤字の解消を主目的とする予算編成を行うため、95年度予算編成からは、５年

先までの経済見通しを踏まえて２年分の財政計画が作成されることとなった。この見

通しには、旧予算編成制度における政府見通しが楽観的過ぎたとの反省から、民間に

よる見通しを「慎重要因」を考慮して更に下方へ調整したものが用いられる。また、

財政計画には不測の事態に備えて予備費（Contingency Reserve）が導入され、不使用

の場合は債務削減に充当される。こうした慎重な（prudent）見通しに基づく比較的短

期の中期財政フレームには、政府の財政政策に対する信頼を回復させるとともに、財

                         
18 Blondal (2001b) 

（１） 公共の利益に資するか（公共性の基準：Public Interest Test） 

（２） 政府が行うことが適切か 

（政府の役割の基準：Role of Government Test） 

（３） 連邦政府ではなく、州・地方政府が行う方が良いのではないか 

（連邦政府の基準：Federalism Test） 

（４） 民間やボランティアセクターに委託できないか 

（民営化の基準：Partnership Test） 

（５） いかに効率を高めるか（効率性の基準：Efficiency Test） 

（６） 厳しい財政状況下であえて実施するかどうか（費用負担の基準：Affordability Test） 
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政赤字削減の目標達成を確実にするねらいがあった。 

 

（iii）その他の改革 

予算編成プロセスの透明化を図り、広く国民に予算への提案機会を提供するものと

して、事前予算相談プロセスが 94年より導入された。これは下院の財政担当常任委員

会が全国各地でフォーラムを開催するもので、利害関係者・機関の他、一般の国民も

意見を述べることが可能である。収集された意見は報告書として議会に提出されるこ

ととなっている。 

また、連邦政府による政府間移転の歳出削減として、州政府に対する交付金及び権

限関係の見直しが図られた。これは、従来の定着プログラム財政保障（医療、保健、

高等教育助成 ＥＰＦ：Established Programs Financing）及びカナダ社会扶助制度（社会

扶助、福祉プログラム ＣＡＰ：Canada Assistance Plan）を統合してカナダ保健・社会

移転（ＣＨＳＴ：Canada Health and Social Transfer）19に一本化して簡素化を図り、州の

裁量範囲を拡大する一方で、従来ＣＡＰに導入されていた半額補助を廃止し、一定額

補助への切替えを実施することなどによって、移転総額を減額するものであった（96

年度導入）。なお、州レベルにおいても、連邦政府からの財政移転減少に加え、90 年

代初めの景気後退によって財政が急速に悪化したため、均衡財政を始めとする財政ル

ールの策定が進められ、歳出削減と増税による財政再建が図られた。  

連邦政府ではその他、失業保険給付の引下げや公的年金制度改革といった社会保障

制度改革、たばこ税率の引上げ等、広範囲にわたる改革が実施された。 

 

（iv）財政改革の結果 

こうした一連の改革の結果、連邦政府の財政赤字は目標を上回る速度で減少し、96

年度にはＧＤＰ比１％まで低下、97年度には単年度ベースで財政黒字を達成した。93

～98 年度にかけての財政収支改善幅はＧＤＰ比 5.8％となり、うち歳入増による改善

が同 1.6％、政策支出の削減による改善が同 3.9％と、と、歳出削減中心の財政再建と

なった20。カナダの構造的プライマリー収支（一般政府ベース）をみると、95 年にプ

ラスに転じた後、2000 年頃にかけて大幅なプラスを記録しており、財政構造改革が進

展したことを示唆している（前掲第 2-3-1 図）。 

 

                         
19 その後、ＣＨＳＴは、保健医療に対する連邦政府の貢献度合いをより明確化し、国民に対する説明責任を高める
ことを目的として、04年度にカナダ保健医療移転（ＣＨＴ：Canada Health Transfer）及びカナダ社会移転（ＣＳＴ： 
Canada Social Transfer）に分割された。 
20 ＯＥＣＤ（1999） 
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（v）実体経済及び金融政策との関係 

 カナダ経済は地理的な特性もあってアメリカ経済との結びつきが強く、アメリカの

景気変動の影響を受けやすい21（第 2-4-14 図）。クレティエン政権が誕生し、財政再

建を開始したタイミングをみると、アメリカに次いでカナダでも 92年に景気後退が終

了し、既に景気回復期に入っており22、アメリカ経済の回復が輸出増をもたらし、カ

ナダ経済の改善に寄与したことが考えられる。また、ＧＤＰギャップが 92年を底にマ

イナス幅が縮小に転じたのとほぼ同時に循環的赤字も縮小に向かい、また、構造的赤

字も縮小に向かったことから、経済回復が財政再建のスピードを押し上げたことが示

唆される。他方で、公務員数や公共投資の削減といった歳出削減策は、失業率の高止

まりを招くなど、経済回復への下押し圧力をもたらすこととなった（第 2-4-15 図）。

さらに、金融との関係をみると、この間の緩和的な金融政策と実質短期金利の低下及

びカナダドルの減価23が、経済活動を下支えしたことが指摘されている24。 

 

第 2-4-14 図 実質経済成長率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
21 例えば、カナダのＧＤＰの３割以上を占める輸出については、アメリカ向けが８割超を占める（09年）。 
22 当時の景気後退期は、アメリカでは 90年７月～91年３月、カナダでは 90年４月～92年４月であった。 
23
 政策金利は 90年代初めの 15％弱から 90年代後半には５％前後まで低下した。また、カナダドルはＵＳドルに

対し、91年から 94年末にかけて約 20％減価した。 
24
 Ahrend et al (2006) 
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第 2-4-15 図 90 年代の経済・金融動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（vi）クレティエン政権による財政再建の評価 

クレティエン政権による急速な財政再建の成功要因としては、まず、財政赤字に対

する国民の強い危機感を背景として誕生した安定的な長期政権が、強いリーダーシッ

プを発揮して改革を推進したことが挙げられる。具体的には、予算編成プロセスの大

幅改革やプログラム・レビューの実施にみられるように改革の実効性を確保するとと

もに、事前予算相談プロセスやその他の広報活動を通して国民の理解を得る努力が結

実したと考えられる。 

また、財政再建の大半を、増税ではなく歳出削減という手段により実施したが、背

景にはマルルーニ政権期に実施された税制改正や構造改革の効果が、クレティエン政

権期になって本格的に効果を発揮したことも挙げられる。例えば、米加自由貿易協定

による貿易自由化とそれに伴う規制緩和は、一時的にカナダ経済に打撃を与えたが、

長期的には国際競争力強化と経済活性化に寄与することとなった。こうした経済・税

制面での改革の先行が、クレティエン政権期における成功の素地を形成したとも言え

る。さらに、経済が回復へ向かうタイミングで財政再建に取り組むことで、税収増加

に追い風を受けるとともに、歳出削減による経済への下押し圧力を相殺することがで

きたことも大きな成功要因であろう。 

 こうした政治的・経済的条件とタイミングの一致が、クレティエン政権による急速

な財政再建の成功に寄与したと考えられる。 
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３．ＥＵ 

 

（１）財政の現状 

 

 ＥＵにおいては、例外的な場合を除き、一般政府財政赤字ＧＤＰ比を３％以内に、

一般政府債務残高ＧＤＰ比を 60％以内に維持することが求められている。財政政策が

各国の主権にゆだねられているＥＵでは、財政規律は単一通貨ユーロの信認を維持す

る上で核となるものであるにもかかわらず、ユーロ圏全体でみると、現在では、ほと

んどの国において財政規律を遵守できていない。 

 ユーロ導入に向けた各国の財政再建により財政状況は改善していったものの、経済

成長が鈍化すると悪化し、世界金融危機が発生した後の 09年には、各国の景気刺激策

や税収減等により更に悪化した（第 2-4-16 図）。 

 

第 2-4-16 図 ユーロ圏の実質経済成長率と財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財政再建の取組 

 

●背景 

 93 年にマーストリヒト条約が発効し、経済通貨統合（ＥＭＵ25）を三段階26で実施す

ることとされ、99年１月からの第三段階で経済通貨統合が完成し、単一通貨ユーロが

導入されることとなった（紙幣、貨幣の流通は 02年１月から）。単一通貨ユーロ導入

                         
25 ＥＭＵ：Economic and Monetary Union 
26 第一段階は、域内市場統合の促進、第二段階は、マクロ経済政策の協調強化、第三段階は、経済通貨統合の完成。 

（備考）1．ユーロスタットより作成。 

2．数値はユーロ圏内の加重平均値。 
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のために、同条約では、第二段階の 94年１月から 98年 12月までのマクロ経済政策の

協調強化において、ユーロに参加する条件として、経済収れん条件27を達成すること

が義務づけられた。経済収れん条件のうち財政条件については、一般政府財政赤字Ｇ

ＤＰ比を３％以内に、一般政府債務残高ＧＤＰ比を 60％以内にするよう決定された28。

このため、ＥＵ加盟国でユーロへの参加を希望する国は財政条件の達成に向け財政再

建を進め、98 年春にユーロに参加する 11 か国29が決定し、99 年１月からユーロが発

足した。 

 しかし、ユーロ発足後は、景気後退や、一部の国での財政規律の緩みにより、財政

規律違反が広がることとなった。 

 08 年９月に世界金融危機が発生すると、景気後退に歯止めをかけるために各国政府

が打ち出した景気刺激策は、景気を下支えする役割を果たしたものの景気後退による

税収減もあいまって、財政状況を大幅に悪化させた。この結果、特に一部の国につい

て、市場では財政の悪化に起因するソブリン・リスクに対する懸念が高まった。10年

５月にはギリシャ財政危機がピークに達し、財政状況に対する懸念はヨーロッパ全体

に広がっていった。 

 

●財政政策の枠組み 

 財政政策が各国の主権にゆだねられているＥＵでは、財政規律の遵守が単一通貨ユ

ーロの信認にとって重要であるため、以下のような財政ルールが設けられている。 

 

（i）安定成長協定（97年決定） 

 「安定成長協定（Stability and Growth Pact）」では、財政規律の遵守にかかる具体的

な手続きを定めるともに、「年間の一般政府財政赤字をＧＤＰ比３％以内」、「一般政府

債務残高をＧＤＰ比 60％以内」の財政規律の維持を義務づけている。同協定は、ユー

ロ参加国だけでなく、英国などのユーロ非参加国にも適用されるが、罰則の適用はユ

ーロ参加国に限定されており、当該国のＧＤＰ比 0.5％を上限に、ＥＵが制裁金を課

                         
27
 経済収れん条件は、財政、物価、長期金利、為替相場の４項目について、５つの基準を定めている。（１）財政

は、一般政府財政赤字ＧＤＰ比が３％以内かつ一般政府債務残高ＧＤＰ比が 60％以内であること、（２）物価は、

直近１年間の消費者物価上昇率がインフレの最も低い３か国よりも 1.5％ポイント以上高くないこと、（３）長期金

利は、直近１年間の長期金利がインフレの最も低い３か国よりも２％ポイント以上高くないこと、（４）為替相場

は、欧州為替相場メカニズム（ＥＲＭ）に深刻な緊張なく２年以上参加していること。 
28
 マーストリヒト条約では、例外規定があり、（１）単年度赤字は顕著かつ継続的に低下し、基準の近くにあるか、

あるいは基準超過が一時的で超過幅がわずかな場合、（２）債務残高は基準を上回っても、その比率が十分低下し、

十分なペースで基準に近づいている場合等は許容されている。 
29
 ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オランダ、ベルギー、オーストリア、フィンランド、ポルトガル、ア

イルランド及びルクセンブルクの 11か国。 
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すこととなっている。ただし、深刻な景気後退期等の場合には例外規定があり、例え

ば、実質経済成長率が▲２％以下の場合には、制裁金は課されない30。 

なお、05年には、安定成長協定の見直しが行われた。現行の一般政府財政赤字ＧＤ

Ｐ比３％以内と一般政府債務残高ＧＤＰ比 60％以内の財政基準の維持を改めて堅持

しつつも、過剰財政赤字是正手続の基準を緩和した。主な緩和事項は、一般政府財政

赤字が３％を超えても許容される「深刻な不況期」は、原則として成長率が▲２％を

超えた場合に限定されていたが、成長率がマイナスか、潜在成長率を下回る状況が長

引く場合にも広げられた。また、過剰財政赤字の是正期限について、従来は赤字発生

の年から数えて実質３年目までとなるような規定とされていたが、中期的な経済動向

といった関連する要素を考慮して、実質４年目までとすることができる規定とし、過

剰財政赤字是正手続中に予期せぬ経済事象が発生した場合には、更に１年延長できる

こととした。 

一方、具体的な規定がこれまでなかった中期目標について明記された。それまで、

中期目標は、「収支均衡又は黒字」との画一的な規定だったが、国ごとに公的債務残高

や成長率などを考慮して定め、その目標に向かって各国は年にＧＤＰ比 0.5％ポイン

トをベンチマークに構造的財政収支を改善していくべきとされた。 

 

（ii）過剰財政赤字是正手続 

安定成長協定に基づいてユーロ参加国は、財政運営の指針となる中長期の「安定プ

ログラム」を、毎年 12月１日までに提出する。なお、ユーロ非参加国の場合は「収れ

んプログラム」と呼ばれている。このプログラムで報告された財政状況を踏まえて、

欧州委員会は、ＥＵ加盟国が過剰財政赤字となっていないかどうか等を評価する。欧

州委員会は、加盟国による義務違反の事実ないしその危険性があると判断されるとき

は、ＥＣＯＦＩＮに報告することになっている。ＥＣＯＦＩＮは、当該国の財政赤字

が過剰であるかどうかについて判定し、必要に応じて財政赤字の改善を勧告する。な

お、この段階において、勧告は公表されないが、所定の期間内に必要な措置が採られ

ないときは、ＥＣＯＦＩＮはこれを公表することができる。しかし、それでもなお効

果的な措置が採られない場合には、ＥＣＯＦＩＮは必要な措置を採るよう警告したり、

罰金を含めた制裁措置を当該国に課すことができる（第 2-4-17 表）。 

なお、世界金融危機後、多くの国で財政赤字が拡大し、現在、安定成長協定に基づ

く財政規律は、ほとんどの国において遵守できていない。このため、2011 年から 14

                         
30
 また、実質経済成長率が▲0.75％から▲２％の場合には、ＥＵ経済財務相理事会（ＥＣＯＦＩＮ）が制裁発動の

是非を決定する。 
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年までに、27 加盟国のほとんどが、過剰財政赤字を是正することを求められている。

現在、過剰財政赤字是正手続の対象となっていないのは、ルクセンブルク、エストニ

ア、スウェーデンの３か国のみである。 

 

第 2-4-17 表 過剰財政赤字是正手続（10年 10月時点31） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●構造改革 

ＥＵでは、規制緩和、構造改革、生産性の向上、労働市場の柔軟化等による持続的

な経済成長を達成することを目指し、10年間の経済成長戦略を策定している。 

 

（i）リスボン戦略 

ＥＵでは、2000 年３月のリスボンＥＵ首脳会議において、「リスボン戦略」として、

10年間の期間を念頭においた経済・社会政策についての包括的な方向性が決定された。

「より多い雇用とより強い社会的連帯を確保しつつ、持続的な経済発展を達成し得る、

世界で最も競争力があり、かつ力強い知識経済となること」を目標とし、年平均３％

の経済成長、就業率 70％、すべての学校でのインターネット接続環境整備等、様々な

                         
31 10 年 10月 28日、29日に開催されたＥＵ首脳会議の結果、過剰財政赤字是正手続の改正を含む財政規律の強化
が承認された（第１章４節参照）。 

＜関連条文＞

（i） 加盟国が財政状況を欧州委員会へ報告
ＥＵ理事会規則
3605/93

↓

（ii）
基準（財政赤字ＧＤＰ比３％以内、政府
債務残高ＧＤＰ比60％以内）が満たされ
ない場合、欧州委員会がレポートを作成

ＥＵ運営条約
第126条第３項

↓

（iii）
ＥＣＯＦＩＮが赤字の存在を判定・勧告

－６か月以内に効果的措置
－１年以内に過度の赤字是正

ＥＵ運営条約
第126条

第６項、第７項
↓

（iv）
効果的措置が採られていなければ勧告を

公表
ＥＵ運営条約
第126条第８項

↓（２か月）

（ｖ） 必要な措置を採るよう警告
ＥＵ運営条約
第126条第９項

↓（４か月）

（vi） 制裁の判定 手続解除
ＥＵ運営条約
第126条第11項

＜手続＞

効果的な措置

赤字解消

（備考）欧州委員会資料より作成。 
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80

ＥＵ27 フランス ドイツ 英国 イタリア スペイン ギリシャ 日本 アメリカ

全体[20-64歳]

女性[20-64歳] 高齢者
[55-64歳]

（％）

分野で目標が設定された。しかし、目標達成に向けた実績が十分でなかったことから、

05年に改定された「改定リスボン戦略」では、戦略の範囲を絞り込み、成長と雇用を

重視し、就業率を 70％に引き上げることとＲ＆Ｄ投資ＧＤＰ比を３％に引き上げるこ

とが重点目標とされた。 

 

（ii）ＥＵ2020 戦略 

 10 年６月に、リスボン戦略の後継となる今後 10年間の成長戦略として「欧州 2020

戦略」を発表した。同戦略では、就業率の引上げやＲ＆Ｄ投資の促進等の構造面での

政策を通じて、成長力の強化を図ることとしており、「スマートな成長（Smart Growth）」、

「持続可能な成長（Sustainable Growth）」、「あまねく広がる成長（Inclusive Growth）」

の実現を目指すこととしている。 

また、こうした３つの成長を実現するため、就業率、Ｒ＆Ｄ、環境、教育、貧困と

いった５つの分野の成長目標を掲げている。主な数値目標は、20～64 歳の就業率を

75％に引上げ、Ｒ＆Ｄ投資ＧＤＰ比を３％に引上げ、温室効果ガス排出量を 1990 年比

で 20％削減、高等教育の普及水準を少なくとも 40％以上、削減貧困・疎外リスクを抱

える者を少なくとも 2,000 万人削減となっている（第 2-4-18 図）。 

 

第 2-4-18 図 ＥＵ2020 の数値目標 

（１）就業率 

 

 

 

 

 

 

 

（２）Ｒ＆Ｄ投資         （３）二酸化炭素排出量 
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     （４）高等教育普及水準         （５）貧困率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）財政再建にかかる課題 

 

ユーロ圏では、ＥＣＢによって金融政策は一律に決定されるに対し、財政政策は各

国の主権にゆだねられている。各国の財政規律が遵守されない場合には、ユーロの安

定を阻害するおそれがあるため、安定成長協定のような財政規律があり、違反国には

制裁措置も用意されている。しかしながら、同協定には例外規定がある上、制裁発動

までのプロセスが長いことから、ユーロ発足以来これまで制裁措置が発動されたこと

がなく実効性がなかった。 

また、ギリシャは 01 年１月にユーロに参加した32が、04 年 11 月のユーロスタット

の報告書によると、ユーロ導入の審査がなされた 99年の財政赤字ＧＤＰ比は、申告さ

れたデータを上回る 3.4％であり、経済収れん条件を満たしていなかったことが後に

なって判明した。しかし、マーストリヒト条約では、統計値の過少申告による基準の

クリアといった事態を想定していないために、実際には経済収れん条件に違反してい

たにもかかわらず、ユーロ圏からの脱退は求められなかった。 

このような制度的な問題点もあり、財政規律違反が広がったことを原因として、ギ

リシャ財政危機が発生したことを踏まえると、今後、どのように各国の財政規律を維

持するのか、安定成長協定の制裁措置も含めた厳格な適用を始めとする経済ガバナン

スは、今後のユーロの信認を維持する上で極めて重要である（第１章第４節参照）。 

                         
32
 ギリシャは、99年１月からのユーロ圏参加を希望しながらも、その審査が行われた 98年時点においては、経済

収れん条件を達成することができず、参加は見送られていた。その後、2000 年に行われた第２回審査を経て、2000

年６月のＥＵ首脳会議において、ギリシャが、01年１月１日から 12番目の参加国として、ユーロ圏に参加するこ

とが決定した。 

（備考）1．ユーロスタット、ＯＥＣＤより作成。 

      2．就業率は 09年、Ｒ＆Ｄ、二酸化炭素排出量は 07年、高等教育普及水準は 06年、貧困率は 08年の数値。 

     3．高等教育普及水準は、25～34歳における高等教育修了者の割合の数値。 

     4．貧困率とは、貧困ラインに満たない者が人口に占める割合。貧困ラインは、ＥＵ2020 戦略では可処分 

      所得が中位水準の 60％と定義。 
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４．ドイツ 

 

（１）財政の状況 

 

●財政収支と債務残高の状況 

 90 年代以降のドイツの財政収支33をみると、90 年の東西ドイツ統一に伴い 95～96

年に多額の財政支出が生じ、大幅に悪化した。その後、97年にはマーストリヒト条約

に定める財政赤字ＧＤＰ比３％以内の基準を達成（2.6％）し、2000 年には黒字に転

じた。しかし、その後は再び赤字となり、02～05年には、景気後退や大規模な減税を

背景として、安定成長協定の基準を上回る財政赤字を計上した。 

 2000 年代後半には、メルケル政権が積極的な財政再建を推進し、好景気の影響もあ

って、07年には黒字に転じた。しかし、08年の世界金融危機後の大規模な財政支出や

税収減により、09年の財政赤字は 3.0％となっている34（第 2-4-19 図）。 

 

第 2-4-19 図 一般政府財政収支の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 債務残高については、97年以前はマーストリヒト条約で定めるＧＤＰ比 60％基準を

下回っていたが、98 年と 99 年、そして 02 年以降は上回っている。メルケル政権は、

付加価値税率や所得税の最高税率引上げ等を実施し、07年には 64.9％まで低下したが、

                         
33
 ドイツの財政年度は、１～12月。 
34
 ＯＥＣＤによれば、2010 年には 4.0％へ拡大することが見込まれている。 
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（備考）ドイツ連邦統計局より作成。
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（右目盛）
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08 年の世界金融危機の後に再び増加に転じ、09年には 73.4％となっている（第 2-4-20

図）。 

 

第 2-4-20 図 一般政府債務残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●財政の構造 

09 年の歳出・歳入構造をみると、歳出は、約５割が社会保障費、約２割が一般財政

費となっており、歳入は約７割が租税収入となっている（第 2-4-21 図）。 

 

第 2-4-21 図 歳出内訳（09年） 
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50.6％
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20.9％
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その他
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（備考）ドイツ連邦財務省より作成。
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（キリスト教民主同盟）

（05年11月～）
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（社会民主党）

（98年９月～05年11月）

コール政権
（キリスト教民主同盟）
（82年10月～98年９月）

（備考）ドイツ連邦銀行より作成。
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（２）財政再建の取組 

 

（i）財政、予算に関する基本的なルール 

ドイツにおける予算制度の主な枠組みには、以下のものがある。 

 

●ゴールデン・ルール（連邦基本法35第 115 条） 

ドイツ財政運営における最も基本的なルールであり、国債発行は、発行額を規定し

た連邦基本法による裏付けを必要とし、その額は予算において見積もられている投資

支出総額を超えてはならないというものである。ただし、経済状況によっては例外が

認められる。 

 

●中期財政計画 

 1967 年に成立した経済安定成長協定促進法に基づいて導入された５か年の中期財

政計画である。連邦・州政府ともに、毎年作成することが義務付けられており、ロー

リング方式により１年ごとに改定され、予算案提出時に議会に提出される。この中期

財政計画において財政収支見通しを示し、財政再建への取組を明確にした上で、それ

を実施するための具体的な各種施策を政策パッケージとして策定し、実施するという

のがドイツにおける財政再建手法の具体的なスタイルとなっている。 

 

●財政計画委員会（ＦＰＲ） 

連邦基本法第 109 条において、州と連邦は財政予算運営においては独立し、相互依

存関係にはならないことが原則として定められている。州、連邦間における財政問題

の調整を行うために、財務大臣を始め、連邦政府、州政府、市町村の代表者で構成さ

れる財政計画委員会が設置されている。 

 

●その他 

その他の制度として、概算要求に先立ち、連邦財務省から各省庁に対して、政府全

体の予算額上限等を提示する「予算編成通達」や、中期財政計画の実効性を確保する

ために、新規施策には同額の歳出削減を条件とする「モラトリアム原則」（94年予算編

成より導入）等がある。 

 

 

                         
35
連邦基本法とは、ドイツにおける憲法のことである。 
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（ii）政権別にみた財政再建の取組 

以下では、1990 年代以降の財政再建の取組を、政権別にみていく。 

 

●コール政権（82年発足、キリスト教民主・社会同盟（ＣＤＵ/ＣＳＵ）） 

東西ドイツ統一後、旧東ドイツ地域支援のため、インフラ環境の整備や失業手当等

のための財政負担が生じ、財政赤字は 95年にはＧＤＰ比 9.7％まで拡大した。 

こうした状況の中、ドイツが財政再建を達成するための原動力となったのは、93年

に発効されたマーストリヒト条約において経済収れん条件が示されたことである。同

基準を達成するために、中期財政計画においては財政赤字削減が目標として掲げられ、

毎年の予算削減により、財政赤字削減を実施するための施策が政策パッケージとして

策定された。そのうち、通貨統合のための参加基準を達成するための取組として特に

効果を発揮したのは、「投資と雇用のためのアクション・プログラム」（96年１月策定）

と「成長と雇用促進のためのプログラム」（同年４月策定）である。これらの政策パッ

ケージには、中小企業のための連帯付加税の削減、事業税の改革等の税制改革、社会

保障支出の削減、労働市場における柔軟性の改善等が含まれていることに加え、97年

中に中央と地方全体で 500 億マルクの歳出削減等が盛り込まれた。 

こうした財政再建の取組の結果、財政赤字は 97年にはＧＤＰ比 2.6％となり、マー

ストリヒト条約の経済収れん条件を達成した。 

 

●シュレーダー政権（98年発足、社会民主党（ＳＰＤ）） 

 シュレーダー政権は、発足当時は前政権で行われた財政再建路線を引き継ぐ旨を表

明しており、政権初期の 99 年には、2006 年までの財政収支均衡を目標とし、これを

実施するための「将来プログラム 2000」が策定された。この政策パッケージには、社

会保障費の削減や補助金の廃止等の歳出削減策が盛り込まれており、財政再建が行わ

れた。 

しかし、2000 年に策定された「税制改革 2000」では、法人税率や所得税率の大幅な

引下げが行われるなど、政権全体を通じて、むしろ税制改革を通じた雇用の促進や企

業競争力を高めるような減税政策を実施した。 

 こうした減税政策に加え、同時多発テロやＩＴバブル崩壊による世界経済の減速に

よる税収減、02年８月にエルベ川流域で発生した大洪水に対処するための支出増等を

背景に財政収支は悪化し、03年にはＥＣＯＦＩＮから過剰財政赤字是正勧告が行われ

た。 
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●メルケル政権（05年発足、ＣＤＵ/ＣＳＵとＳＰＤの連立政権） 

（ア）歳入強化を中心とする財政再建 

05 年 11月、二大政党であるＣＤＵ/ＣＳＵとＳＰＤが連立協定を発表し、メルケル

ＣＤＵ党首を首班とする大連立政権が発足した。05年に財政赤字がＧＤＰ比３％を上

回り、06年にＥＣＯＦＩＮがドイツに対し警告を発するという状況下で、メルケル政

権は財政再建策の強化を打ち出した。歳入強化策として、07年の１月から付加価値税

率を 16％から 19％に引き上げるとともに、所得税の最高税率を 42％から 45％に引き

上げた。なお、付加価値税率の引上げによる税収増のうち、約３分の２は財政赤字削

減に、約３分の１は社会保険料の引下げに充てるとされた。また、年金支給開始年齢

を 2012 年から 29年の間に 65歳から 67歳に引き上げることを打ち出している。 

同時に、潜在成長率を引き上げるための取組として「ハイテク戦略」（06～09 年）

を策定し、民間Ｒ＆Ｄ投資を促進するための包括的なイニシアチブとして、（１）医療、

環境、交通、安全の４つの優先的分野に重点を置いた市場の創出・拡大、（２）中小企

業に重点を置いた産業と研究の連携強化、（３）イノベーション促進に向けた規制改革

という３つの目標を設定した。財政赤字は、財政再建の強化や好景気の影響もあり、

06年にはＧＤＰ比３％を下回るまで改善した。しかし、08年の世界金融危機による景

気後退のため税収は減少し、加えて、08年 11月と 09年１月に打ち出された総額 1,000

億ユーロの景気刺激策等の影響により財政収支は悪化し、09 年 12 月にＥＣＯＦＩＮ

は、13年までを期限とする過剰財政赤字是正勧告を行った。 

 

（イ）歳出削減を中心とする財政再建 

これを受けて、10年２月に発表された安定プログラムでは、「2013 年まで、少なく

とも毎年ＧＤＰ比 0.5％の構造的財政赤字を削減し、財政赤字をＧＤＰ比で３％以下

とする。」との財政再建への方向性が打ち出されている。 

また、10年７月には「2014 年までに、財政赤字ＧＤＰ比を 1.5％程度に引き下げる。」

との目標が打ち出され、具体的な方策としては、11 年から 14 年までの４年間で 816

億ユーロ（ＧＤＰ比で 3.4％程度）の財政赤字削減という財政再建策が示された。こ

の再建策には、歳出削減策として、長期失業者への手当等の社会保障費の削減や公務

員の１万人以上の削減等が盛り込まれ、歳入強化策として、原子力産業に対する課税

や金融危機対応のコストに関する銀行からの負担金徴収等が盛り込まれている。この

再建策は、歳入強化よりも、社会保障費や補助金等の削減による歳出削減に重点を置

くものである点が特徴的である。 

また、09年８月に連邦政府及び州政府の財政ルールを定めた連邦基本法（109 条、
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115 条等）が改正された。従来と異なり、連邦政府だけでなく州政府についての財政

ルールも規定され、連邦政府については、構造的財政収支を平時にはＧＤＰ比で▲

0.35％以内に抑制し、州政府については、20年以降構造的財政赤字を許容しないこと

が定められた。 

10 年７月には、前述のハイテク戦略（06～09 年）に続き、20 年までを対象とする

「ハイテク戦略」が策定された。同戦略は５つの分野に重点を置き、各分野において

優先テーマを設定している（第 2-4-22 表）。 

 

第 2-4-22 表 ハイテク戦略の重点分野と優先テーマ 

 

重点分野 優先テーマ 

環境・エネルギー エネルギー供給の転換、石油に代わる生産可能資源等 

医療・食品 健康促進のための食品、高齢者の自立的支援等 

交通 20 年までに国内に電気自動車を 100万台導入 

安全 通信網のより効率的な保護 

通信 インターネット使用の転換、知識のデジタル化と利用等 

    （備考）ドイツ連邦教育研究省より作成。 

 

（３）評価 

 

90 年代以降のドイツにおいては、主としてコール政権とメルケル政権において財政

再建が積極的に行われた。 

コール政権における財政再建では、マーストリヒト条約で定められた経済収れん条

件を満たし、通貨統合へ参加することを目標とし、これを達成するために中期財政計

画と政策パッケージを有効に機能させ、結果として、99年の通貨統合に参加すること

ができたという点では、財政再建は一定の成功を収めたということがいえる。 

メルケル政権によって 05年に打ち出された財政再建策は、増税を中心に歳入増を図

り、財政黒字を達成したが、景気回復による税収増といった追い風があったという点

には留意が必要である。歳出削減を中心とする今後の財政再建策の行方が注目される。 
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５．フランス 

 

（１）財政の現状 

 

フランスでは、91～93年にかけて景気が後退したことに伴い、財政赤字が急速に拡

大し、90年には▲2.4％だった財政収支ＧＤＰ比は、93年には▲6.4％にまで悪化した36。

その後、ユーロに参加するための歳出削減や付加価値税の増税の実施等により、97年

には財政収支はＧＤＰ比▲3.0％となってユーロへの参加が決定し、さらに、景気回復

も加わり、2000年まで財政収支の改善が続いた。 

しかし、01年以降、財政収支は再び悪化し、一時改善がみられる時期があったもの

の、世界金融危機による影響等により、09年には財政収支はＧＤＰ比▲7.6％に達し、

債務残高のＧＤＰ比は78.1％となった。この間、フランスは、03年６月と09年４月の

２回にわたり、過剰財政赤字是正勧告を受けた（第2-4-23図）。 

 

第2-4-23図 フランスの実質経済成長率と財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）フランス国立統計経済研究所（ＩＮＳＥＥ）より作成。 

                         
36 フランスの財政年度は、１～12月。 

（％） （％）

ミッテラン
（社会党、コアビタシオン）
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（共和国連合、
コアビタシオン、
大統領多数連合）
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サルコジ
（大統領多数派連合）
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第2-4-24図 フランスの一般政府歳出入内訳（09年） 

  （１）歳入                （２）歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）フランス国立統計経済研究所（ＩＮＳＥＥ）より作成。 

 

（２）財政再建の取組 

 

●政権・時代背景 

80年代後半は、景気回復、歳出抑制を基調とした財政運営、国営企業の民営化等に

よる歳入増により、財政赤字は縮小傾向にあった。しかし、91～93年には景気の後退

により歳入の減少と政府支出の増加から財政収支は急速に悪化し、90年には▲2.4％だ

った財政収支ＧＤＰ比は、93年には▲6.4％となった。 

ユーロに参加する条件である経済収れん条件達成のために、93年に成立したバラデ

ュール内閣37は、「経済・社会再建プログラム」を策定した。雇用対策を重視しつつ、

歳出削減や石油製品税の増税を実施した。94年１月には、「財政５か年計画法」を成立

させ、財政再建目標を示すとともに毎年の歳出の伸び率を物価上昇率以下に抑えるこ

ととした。 

95年のシラク大統領就任を受けて発足したジュペ内閣38も、経済収れん条件達成の

ために、歳出抑制や付加価値税率の引上げ等の財政再建を進め、国営企業の民営化も

実施した。90年代後半には、景気回復による税収増もあり、97年には財政収支がＧＤ

Ｐ比▲3.0％となり、98年に通貨統合への参加が決定した。 

さらに、97年に発足したジョスパン内閣は、2000年までに財政収支をＧＤＰ比▲２％

                         
37 バラデュール首相は共和国連合（保守派）に所属していたが、シラク大統領は社会党（革新派）に所属しており、
コアビタシオン（保革共存政権）の状態にあった。 
38 コアビタシオンが解消され、共和国連合政権となった。 

社会保険料等
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23.8％
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中間消費
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以下にすることを目指し、中央政府及び社会保障会計の赤字削減を進め、2000年の財

政収支はＧＤＰ比▲1.5％となった。 

その後、所得税率の段階的引下げや連帯付加税の段階的廃止等による税収の減少と

社会保障費の増大により、財政赤字が再び拡大し、02年には財政収支のＧＤＰ比が▲

3.2％となり、ＥＣＯＦＩＮは、03年６月に、過剰財政赤字是正を勧告した。しかし、

04年の予算において構造的財政赤字削減への取組がみられたことや景気後退を受けて、

同年11月に、過剰財政赤字是正の達成期限が05年まで延長され、制裁手続が一時停止

されることが合意された。 

引き続き財政再建が進められ、03年には、年金満額受給に必要な保険料の拠出期間

の延長等を盛り込んだ年金改革等もあり、06年まで財政赤字が縮小した。 

しかし、世界金融危機による景気悪化の影響を受け、財政赤字が拡大した。09年３

月に、09～11年まで財政収支のＧＤＰ比▲３％を上回る状況が継続するとの財政収支

見通しが欧州委員会により示されたことを受け、09年４月にＥＣＯＦＩＮは過剰財政

赤字是正勧告を行った。 

こうした事態を受け、フランスは10年以降、財政再建を進めることとなった。国内

労働組合の反対やデモ活動もあったが、年金受給開始年齢の60歳から62歳への引上げ

や、年金の満額受給開始年齢の65歳から67歳への引上げ等を盛り込んだ年金制度改革

案が提案され、10年10月27日に議会で可決された。また、11～14年複数年財政計画案

において、財政収支については13年までに安定成長協定において定められたＧＤＰ比

▲３％を達成する計画を公表した。この計画と整合的な11年予算案も公表され、公務

員削減及び医療保険支出の伸びの抑制等の歳出削減や、税額控除等の削減による歳入

増加が盛り込まれた。 

 

●予算の決定システムの改革 

01年に制定された予算組織法により、予算関連文書の充実、歳出科目区分の再編が

行われ、議会が予算をより実質的に監督できる体制が整えられた。また、予算科目ご

とに目標及び業績評価指標の設定が行われるようになった。06年予算から同法に基づ

いた予算編成が行われている。 

予算関連文書の充実が図られた結果、予算関連文書は、政府のバランスシート、損

益計算書、キャッシュフロー計算書、付属文書が作成されている。 

また、歳出科目区分が再編され、以前は省（ministere）、章（titres）、部（parties）、

項（chapitres）に分かれ、省及び章が議決対象となっていたが、実質的には項で管理

されていた。項は約850あったため、国会で実質的な審議を行うのは難しい状況にあっ
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た。01年の予算組織法の改正により、予算単位がミッシオン、プログラム、アクシオ

ンに再編39され、予算は、32あるミッシオン40ごとに国会で議決されることとなった（第

2-4-25表）。 

 

第2-4-25表 ミッシオン、プログラム、アクシオンの例 

 

 

 

 

 

（備考）フランス09年予算より作成。 

 

05年予算までは、国会で審議されるのは、予算全体の６％のみであり、実態として

は、残りの94％は自動的に承認されていた。歳出科目区分の再編により、すべてのミ

ッシオンについて国会で審議が行われるようになった。 

また、ミッシオンの下には、合計123のプログラム41が設けられているが、これにつ

いても国会の承認が必要とされている。なお、このプログラムの下に複数のアクシオ

ンが設けられている。 

国会で審議対象となる項目数が約850から123に減少したことで、以前に比べ、予算

の柔軟性と国会による予算のチェック機能が同時に高められることとなった。 

また、省等の組織単位ではなく、ミッシオンといった行政目標ごとに予算項目が再

編されたことで、より予算と実際の施策の関連付けが強化された。 

プログラム及びアクシオンは、人件費や経常的経費といった７つの章（titre）に分

割される。各プログラムには複数の目標及び業績指標が設定されている。プログラム

責任者は、プログラムの成果に責任を持つと同時に、歳出に関してプログラム内での

裁量が認められている。具体的には、プログラム内であれば、章の歳出額を変更する

ことが可能である。ただし、人件費の歳出総額は増額できないこととなっている。 

08年の憲法改正により、09年の予算編成から、単年の予算編成と併せ、２年に１度、

複数年の財政計画を法定化することとなった。翌年の予算については、従来どおり、

プログラム単位まで支出が確定されるが、翌々年の予算については、一段上の予算項

                         
39
 ただし、人件費等の科目横断的な章（titre）という区分も存在する。 
40
 11 年予算。 
41
 11 年予算。 

ミッシオン プログラム アクシオン
経済 企業及び雇用の発展 産業政策

通信事業、郵便、情報化社会の発展
消費者の安全
雇用政策と職業訓練

：
：
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目であるミッシオンまでが確定されることとなった。これにより、複数年予算をあら

かじめ策定すると同時に、毎年の歳出に弾力性を確保することが可能となった。 

 

●成長戦略 

10年補正予算で、350億ユーロの「未来への投資基金」が設立されることとなった。

知識経済、競争力の強化、イノベーションの３つを目標に掲げ、５つの重点分野、す

なわち（１）高等教育及び職業訓練、（２）研究、（３）産業、（４）持続可能な開発、

（５）デジタル振興に対し、民間資金と組み合わせた形で投資を行い、フランス経済

の成長力を高めるとしている。 

 

（３）財政再建の評価 

 

●財政再建が成功した要因 

94～2000年にかけて、財政赤字が縮小した。これは、景気回復や、ユーロ参加のた

め、経済収れん条件達成に強くコミットする必要があったことが要因であるといえる

（第2-4-26図）。ただし、財政収支はこの間も赤字であり、経済収れん条件は満たした

ものの、黒字に転換することはなかった。 

 

第2-4-26図 90年代以降の実質経済成長率と財政改善幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）フランス国立統計経済研究所（ＩＮＳＥＥ）より作成。 
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●財政再建にかかる課題 

フランス政府は、10年以降の経済見通しについて、高めに設定されていると欧州委

員会から指摘されている。実際に、欧州委員会やＩＭＦによる経済見通しと11年以降

について比べると、フランス政府の見通しは高めであることがわかる。これが、財政

再建計画の信認を損なわないかどうか、今後、状況の推移を注視する必要がある（第

2-4-27表）。 

 

第2-4-27表 経済財政見通しの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（備考）フランス政府「11～14年複数年財政計画案関連文書」（10年９月）、欧州委員会“Economic Forecast  
Spring 2010”（10年５月）、ＯＥＣＤ“Economic Outlook 88”（10年 11月）、ＩＭＦ“World Economic  
Outlook”（10年 10月）。 

（１）実質経済成長率 （％）

09年
（実績）

10年 11年 12年 13年

フランス政府（10年９月） ▲ 2.25 1.5 2.0 2.5 2.5

欧州委員会（10年５月） ▲ 2.2 1.3 1.5 － －
ＯＥＣＤ（10年11月） ▲ 2.5 1.6 1.6 2.0 －

ＩＭＦ（10年10月） ▲ 2.5 1.6 1.6 1.8 2.0

（２）一般政府財政収支 （ＧＤＰ比、％）

09年
（実績）

10年 11年 12年 13年

フランス政府（10年９月） ▲ 7.5 ▲ 7.7 ▲ 6.0 ▲ 4.6 ▲ 3.0

欧州委員会（10年５月） ▲ 7.5 ▲ 8.0 ▲ 7.4 － －
ＯＥＣＤ（10年11月） ▲ 7.6 ▲ 7.4 ▲ 6.1 ▲ 4.8 －

ＩＭＦ（10年10月） ▲ 7.6 ▲ 8.0 ▲ 6.0 ▲ 4.7 ▲ 3.8


	第２章　財政再建と経済成長、金融システム
	第４節　先進各国の財政状況と財政再建の取組
	１．アメリカ
	２．カナダ
	３．ＥＵ
	４．ドイツ
	５．フランス




<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts false
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /MS-UIGothic
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 600
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <FEFF004e0049004b004b004500490020005000520049004e00540049004e004700200049004e0043002e00200020000d0066006f00720020004100630072006f006200610074002000440069007300740069006c006c006500720020003900200026002000410064006f006200650020004300530034000d8a3c523876ee8ad6898b66f85c027528ff084ed6306e752890143067306e4f7f752830927981305a308bff09>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames false
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks true
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks true
      /AddPageInfo true
      /AddRegMarks true
      /BleedOffset [
        8.503940
        8.503940
        8.503940
        8.503940
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.250000
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


